
危機管理防災局　

危 機 管 理 防 災 行 政 の 概 要

令和８（2026）年度
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１　行政組織

（１）本庁
　（担当名） 　　（分掌事務）

11　局及び課の庶務に関すること。

27名

５　危機事象への対応に関すること。

１　消防団に関すること。

27名 ４　消防関係団体（栃木県消防協会に限る）の指導に関すること。

 (うち １　航空消防防災業務に関すること。
兼務2) ２　航空機による広域応援に関すること。

１　危機管理の総合調整に関すること。

２　局内重要事項等の進行管理に関すること。

４　局及び課の予算及び決算に関すること。

５　局の組織、定数及び人事に関すること。

６　局内の事務に係る叙位、叙勲及び褒章（消防庁関係を除く）に関すること。

３　県議会に関すること。

危
機
管
理
防
災
局

危
機
管
理
課

消
防
防
災
課

 総務企画担当

 危機・防災情報担当

 災害対策担当

 消防救急担当

 地域防災担当

 航空担当

７　災害対策基本法（防災組織、防災計画等）の施行に関すること。

８　国土強靱化の推進に関すること。

９　災害弔慰金の支給等に関する法律の施行に関すること。

10　被災者生活再建支援法の施行に関すること。

１　災害対策基本法（災害対策本部、災害予防、災害応急対策等）の施行に関すること。

２　災害救助法の施行に関すること。

１　災害対策基本法（総合防災訓練等）の施行に関すること。

２　国民保護法の施行に関すること。

３　自衛隊法第103条の規定に基づく防衛出動時の物資の収用等に関すること。

６　防災行政ネットワークに関すること。

４　新型インフルエンザ等対策特別措置法（指定地方公共機関の指定、物資及び資材の供給の要請等）の施
　行に関すること。

１　消防組織法の施行に関すること。

２　自主防災組織等、地域防災に関すること。

３　消防庁に係る叙位、叙勲及び褒章に関すること。

２　消防法の施行に関すること。

３　栃木県消防学校に関すること。

４　消防関係団体（栃木県消防協会を除く）の指導に関すること。

５　課の庶務に関すること。
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（２）出先機関
　　（所掌事務）

11名

（３）附属機関

所　掌　事　務 委員数 主管課

　県地域防災計画を作成し、その実施を推進する。
５～８号委員
39人以内

危機管理課

　知事の諮問に応じて、国民保護措置に関する重要事項を審議する。
60人以内

（会長除く）
危機管理課

　傷病者の搬送・受入れに係る実施基準に関する協議及び同基準に基づく
搬送・受入れに係る連絡調整を行う。

25人以内
（会長含む）

消防防災課

消
防
防
災
課

名　称

 栃木県防災会議

 栃木県国民保護協議会

５　消防団教育に関すること。

 栃木県救急搬送受入協議会

消
防
学
校

６　自主防災組織の教育に関すること。

７　学校の実科訓練、学校教授及び生活指導に関すること。

８　防災館に関すること。

４　消防職員講習に関すること。

１　消防職員初任教育に関すること。

２　消防職員専科教育に関すること。

３　消防職員幹部教育に関すること。
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自助・共助・公助の連携による「災害に強いとちぎづくり」の推進

令和８(2026)年度は、以下の事業及び課題に重点的に取り組みます。

令和８(2026)年４月14日
危機管理防災局長 大森 豊

２（１） 令和８(2026)年度 危機管理防災局の運営方針

１ 『自助』防災・危機管理意識の高揚
「自らの命は自らが守る」という考えのもと、県民等が
適切な避難行動を取れるよう、防災意識の高揚に努めます。

・総合防災拠点（総合運動公園）における新防災教育施設の整備推進
（令和10年供用開始予定）

・県内のすべての小中学生が防災を自分事として捉えることができるこ
とを目的とした学校における防災教育支援

・適切な避難行動等を促進するための各種啓発事業の実施及びSNS等を
活用した防災情報の発信

・民間事業者と連携した備蓄促進キャンペーンの実施

重点的に取り組む事業及び課題

３ 『公助』災害等の危機事象から県民や地域を守る体制の充
実・強化

（２）消防救急体制の維持確保
人口減少局面においても火災や災害から地域を守る
消防体制や救急搬送体制の維持確保に努めていきます。

・消防学校における消防職員の教育訓練の実施及び教育環境の充実
・緊急消防援助隊の編成強化や本県での災害発生時における県外応援の
受入訓練など、市町等の消防防災体制の強化支援

・救急搬送体制及びメディカルコントロール体制の強化支援
・消防防災ヘリの安全管理の徹底と的確な運用
・消防の広域化に向けた検討

（１）危機管理・防災対応力の強化
大規模災害等の危機事象に迅速かつ的確に対応するため、
関係機関と連携し、対応力の強化に取り組みます。

・大規模災害等の危機事象への対応力向上に資する各種訓練・研修の実施
・県及び市町が行う各種訓練の改善に向けた検討
・避難所における生活環境の向上に向けた資機材の整備
・大規模災害時における支援物資物流体制の強化に向けた調査・検討の実施
・次期防災情報システム整備（令和10年運用開始予定）などデジタル化の推進
・地震被害想定調査の実施・調査結果を踏まえた地震防災対策の計画への反映
・広域応援受援体制の構築

２ 『共助』地域防災力の充実・強化
市町、関係機関等と連携して地域防災の担い手の確保・
育成等に取り組み、地域防災力の充実・強化を図ります。

・防災士等を対象としたスキルアップ研修の開催
・自主防災組織における地区防災計画策定や訓練実施等支援
・消防団員の確保や消防団の充実強化に向けた取組の検討
・孤立可能性集落の防災力強化のための支援
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２（２）令和８(2026)年度主要事業（危機管理防災局）     ○付は新規 
（単位:千円） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔危機管理課〕 

1災害対策費 

 

13,172 

   

10,312 

 

2,860 

 

県地域防災計画に基づく災害時の初動体制の整備や各種防災訓練の 

実施等に要する経費 

1 災害対策活動費               1,595千円 

2 防災訓練費                       3,717千円 

3 災害時広域応援事業費             7,860千円 

2国民保護推進費 

 

350 350    

 

武力攻撃事態や緊急対処事態等の国民保護事案に係る訓練実施に要 

する経費 

3避難対策等強化事 

業費 

18,646    18,646 県民の平時からの災害への備えの促進啓発及び市町による避難者支

援等の強化に要する経費 

 1 避難対策強化推進研修会開催事業費等        851千円 

 2 とちぎ防災・減災フェア開催事業費            823千円 

③とちぎ備蓄キャンペーン推進事業費       940千円 

4 避難意識高揚事業費            16,032千円 

4災害救助費 80,000   80,000  災害救助法に基づく被災者の救助等に要する経費 

 

5防災情報システム

費 

 

221,062   3,524 217,538  防災・危機管理情報の収集伝達システムの運用に要する経費 

 1 防災行政ネットワーク費          197,711千円 

2 震度情報ネットワーク費           16,963千円 

3 災害対応体制維持費             6,388千円 

6次期防災情報シス 

テム整備事業費 

434,500  434,000  500  データ連携基盤を活用した次期栃木県防災情報システムの構築に要

する経費 

 ・継続費   令和８（2026）～９（2027）年度 

 ・継続費総額 908,100千円  
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

7地震被害想定調査

等事業費 

16,089    16,089 地震防災対策に活用するための地震被害想定調査及び検討委員会の

開催に要する経費 

⑧大規模災害時支援 

物資物流体制強化 

事業費 

15,458    15,458  災害時における物資供給の円滑化に向けた、物流事業者等との連携

による物資物流体制の構築に要する経費 

・災害用備蓄に係る現状把握、民間活力活用型備蓄への転換に向け

た調査、物資拠点可能性施設の調査等 

⑨被災者生活再建支 

援基金拠出金 

 

 

626,983  626,000  983  被災者生活再建支援法に基づく基金への拠出金 

・拠出先   (公財)都道府県センター 

・拠出金額 400億円（全都道府県） 

・按分方法 世帯数割80％、均等割20％ 

〔危機管理課・消防 

防災課〕 

10孤立可能性集落緊

急対策事業費 

 

 

 

18,680 

    

 

18,680 

 

 

令和６年能登半島地震を踏まえた孤立可能性集落対策に要する経費 

 1 地区防災計画策定支援事業費         1,440千円 

 2 孤立可能性集落防災力強化補助金      17,240千円 

  ・事業主体  市町 

  ・補助対象  集落等において策定する地区防災計画に基づく、 

ヘリ臨時離発着場整備、情報通信手段整備、資機 

材整備 

  ・補助率   1/3～2/3（市町の財政力指数により調整） 

  ・補助上限額 1,000千円/集落 

 

11災害対応連携強化 

事業費 

 

17,541    17,541 

 

災害発生時における連携体制強化のための訓練に要する経費 

1 大規模災害対応訓練費           12,789千円 

2 広域物資拠点運営事業費           1,752千円 

3 緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練開催費  3,000千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔消防防災課〕 

12消防力強化費 

（一部再掲） 

 

4,822 

 

 

 

 

 

659 

 

4,163 

 

消防力の充実・強化に要する経費 

 1 消防力強化整備費                125千円 

 2 消防救急デジタル無線維持費         1,697千円 

 3 緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練開催費  3,000千円  

13地域防災力強化事 

業費 

（一部再掲） 

19,061 5,185  500 13,376 地域における防災体制の充実強化等に要する経費 

① 防災教育応援チーム派遣事業費               300千円 

2 自主防災組織強化推進事業費            4,245千円 

(1)自主防災組織リーダー養成事業費         601千円 

○(2)地域防災人材スキルアップ事業費     267千円 

○(3)地域防災人材派遣事業費         624千円 

(4)地区防災計画策定支援事業費        2,523千円 

○(5)地域防災活動活性化事業費        230千円 

3 消防団強化推進事業費                      3,516千円        

(1)消防団充実強化検討事業費         300千円 

○(2)消防団魅力発信強化事業費        1,736千円 

(3)地域防災担い手確保好循環創出事業費     958千円 

○(4)地域の力を高める女性消防団員魅力ＵＰ事業費 

252千円 

○(5)女性消防団員スタートアップ事業費     270千円 

  4 地域防災力強化推進事業費補助金           11,000千円     

  (1)消防団活性化推進対策事業費       5,000千円 

(2)自主防災組織充実強化事業費        6,000千円 

14新防災教育施設整

備費 
 
 

 

 

 

440,800 220,400 198,000 

 

19,000 

 

 

3,400 新防災教育施設の整備に要する経費 

 ・継続費   令和７（2025）～10（2028）年度 

・継続費総額 2,327,400千円  

〔事業概要〕 

・整備地  県総合運動公園第２陸上競技場前 

・規模    ＲＣ造１Ｆ 延床面積 約1,800㎡程度 

・総事業費 約26億円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明 
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      ・供用開始 令和10（2028）年度（予定） 

15消防学校等運営費 118,978   1,237 117,741  消防学校及び栃木県防災館の管理運営等に要する経費 

 

⑯消防学校整備費 367,938  367,000  938  宿泊研修館の個室化工事に要する経費 

 

17航空防災費 552,165   914 551,251 消防防災ヘリコプターの運航等に要する経費 
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危機管理課  栃木県地域防災計画 Ｓ38(1988).７ Ｒ８(2026).３  Ｓ38(1988)～

 栃木県危機管理計画 Ｈ16(2004).３ Ｒ５(2023).12  Ｈ16(2004)～

 栃木県国民保護計画 Ｈ18(2006).３ Ｈ30(2018).６  Ｈ18(2006)～

 栃木県業務継続計画 Ｈ26(2014).11 Ｒ７(2025).４  Ｈ26(2014)～

 栃木県地震減災行動計画 Ｈ27(2015).３ Ｒ７(2025).３  Ｈ27(2015)～Ｒ８(2026)

 栃木県国土強靱化地域計画 Ｈ28(2016).２ Ｒ８(2026).２  Ｒ８(2026)～Ｒ12(2030)

 栃木県災害時広域受援応援計画 Ｈ31(2019).３ Ｒ７(2025).３  Ｈ31(2019)～

 
消防防災課  栃木県広域消防応援等計画 Ｈ30(2018).４  Ｈ30(2018)～

 栃木県消防広域化推進計画 Ｈ20(2008).４ Ｒ７(2025).３  Ｈ20(2008)～Ｒ10(2028）

 栃木県緊急消防援助隊応援等実施計画 Ｒ１(2019).７ Ｒ４(2022).３  Ｒ１(2019)～

 栃木県緊急消防援助隊受援計画 Ｈ30(2018).４ Ｒ５(2023).４  Ｈ30(2018)～

 栃木県緊急消防援助隊航空部隊受援計画 Ｈ22(2010).12 Ｒ５(2023).４  Ｈ22(2010)～

 栃木県緊急消防援助隊航空部隊応援等実施計画 Ｈ22(2010).12 Ｒ２(2020).４  Ｈ22(2010)～

計画期間最終修正所　管　課 計　 画 　等　 の 　名 　称

３　各種計画一覧

策定年月
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月 日 行事名 主管課 月 日 行事名 主管課

4 3 消防職員初任教育入校式 消防防災課 10 － 通常点検（各消防団　10～12月） 消防防災課

4 宇都宮駐屯地創立記念行事 危機管理課 9 栃木県消防大会 消防防災課

11 12旅団相馬原駐屯地創立記念行事 危機管理課 24 栃木県消防殉職者等慰霊祭 消防防災課

5 13 国民保護訓練（基礎研修会）
危機管理課
消防防災課

未定 栃木県自衛隊殉職隊員追悼式 危機管理課

6 上旬 〔危険物安全週間〕（8～14日） 消防防災課 11 中旬 〔秋季全国火災予防運動〕（9～15日） 消防防災課

6 北宇都宮駐屯地開設記念行事 危機管理課 10,11
令和８年度緊急消防援助隊関東ブロック合同訓
練

消防防災課

14 県民の日記念行事・防災フェア
危機管理課
消防防災課

未定 国民保護訓練（研修型図上訓練）
危機管理課
消防防災課

24 栃木県消防救助技術大会 消防防災課 12 未定 県災害対策本部事務局機能別訓練
危機管理課
消防防災課

未定 県災害対策本部事務局幹部訓練
危機管理課
消防防災課

1 － 消防出初め式 消防防災課

7 23 栃木県・野木町防災図上総合訓練
危機管理課
消防防災課

17
〔防災とボランティアの日〕（17日）
〔防災とボランティア週間〕（15～21日）

（危機管理課）

未定 全国知事会災害対応訓練 危機管理課 26 弾道ミサイルを想定した住民避難訓練
危機管理課
消防防災課

未定 災害対策本部事務局グループ別状況付与型訓練
危機管理課
消防防災課

3 上旬 〔春季全国火災予防運動〕（1～7日） 消防防災課

9 上旬
〔防災の日〕（1日）
〔防災週間〕（8月30日～9月5日）

危機管理課 上旬 春の防災フェスティバル 消防防災課

5 栃木県・足利市総合防災訓練
危機管理課
消防防災課

11
〔とちぎ防災の日〕
とちぎシェイクアウト訓練

危機管理課

9
〔救急の日〕
〔救急医療週間〕（9～13日）

消防防災課 24
栃木県消防防災に関する表彰式及び感謝状等贈
呈式

消防防災課

17 消防職員初任教育卒業式 消防防災課

４　主な行事予定
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５　表彰制度

名　　称 制度の概要 主管課

危機管理・災害対策に功労があった者に対
する知事感謝状

　防災・減災対策の推進を目的に、危機管理施策の推進に功績のあった者に対して
表彰する。

危機管理課

消防功労者・優良団体知事表彰
　消防団員、消防団及び自衛消防隊等で、大きな功労のあった現職者に対して表彰
する。

消防防災課

消防関係功労者（永年勤続）知事表彰 　勤続20年以上の消防団員、25年以上の消防吏員に対して表彰する。 消防防災課

模範消防団員知事表彰 　勤続５～20年の分団長以下の模範となる消防団員に対して表彰する。 消防防災課

防災・安全功労者知事表彰
　防火、危険物の安全対策、各種災害の予防に関する功績が顕著な者に対して表彰
する。

消防防災課

消防団協力事業所知事感謝状 　消防団活動に積極的に協力した事業所に対して感謝状を贈呈する。 消防防災課

退職消防団長知事感謝状 　退団する消防団長で顕著な功績があった者に対して感謝状を贈呈する。 消防防災課

６　登録・認証制度

  名　　　　　　　　称 　制　度　の　概　要 主管課

（登録）
　栃木県消防団応援の店制度

　登録店舗が消防団員等にサービスを提供することにより、消防団員を応援する制
度

消防防災課

（認証）
　栃木県消防団協力事業所表示制度

　消防団活動を積極的に支援する事業所を認定し公表する制度 消防防災課

（認証）
　とちぎ学生防災サークル支援事業

　消防団員の若者のなり手を育成・確保するため、県内の大学において活動する防
災サークルを認定し支援する事業

消防防災課
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７　関係機関・団体一覧

令和８(2026)年４月１日時点

名　　称 所在地 電話番号 代表者等 関係課、主管課

陸上自衛隊第１２旅団
群馬県北群馬郡榛東村新井1017-2
相馬原駐屯地

0279-54-2011
旅団長
　栁　裕樹

危機管理課

陸上自衛隊宇都宮駐屯地
宇都宮市茂原1-5-45
宇都宮駐屯地

028-653-1551
駐屯地司令
　横田　拓也

危機管理課

陸上自衛隊北宇都宮駐屯地
宇都宮市上横田町1360
北宇都宮駐屯地

028-658-2151
駐屯地司令
　中薗　伸吾

危機管理課

自衛隊栃木地方協力本部
宇都宮市桜5-1-13
宇都宮地方合同庁舎

028-634-3385
本部長
　松田　桃子

危機管理課

北関東防衛局宇都宮防衛事務所
宇都宮市明保町1-4
宇都宮第二地方合同庁舎

028-638-1384
事務所長
　浅野　哲夫

危機管理課

宇都宮地方気象台
宇都宮市明保町1-4
宇都宮第二地方合同庁舎

028-635-7260
台長
　中村　卓也

危機管理課

会長
　塚田　栄一

事務局長
　青井　智也（県OB）

理事長
　和田　均

事務局長
　岡田　和広(県派遣)

（一財）消防試験研究センター栃木県支部
宇都宮市昭和1-2-16
県自治会館内

028-624-1022
支部長
　梅山 栄司（県OB）

消防防災課

（一社）栃木県危険物保安協会
宇都宮市昭和1-3-10
栃木県庁舎西別館内

028-622-0438
会長
　沼尾 貞亮

消防防災課

ＮＰＯ法人日本防災士会栃木県支部 那須郡那須町大字寺子乙2548-52 090-1805-3634
理事長
　稲葉　茂（県0B）

消防防災課

 （一財）栃木県消防設備保安協会
宇都宮市昭和1-2-16
県自治会館内

028-625-4611 消防防災課

（公財）栃木県消防協会
宇都宮市中里町248
消防学校内

028-666-5381 消防防災課
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